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研究成果の概要： 
 研究開発投資の質的深化による技術の質の向上と市場評価のダイナミズムは、構造改革を促

す企業のインスティテューションにより循環する。ポスト情報化社会におけるこのダイナミズ

ムは、企業組織の慣性などの阻害要因により IT 技術の活用面などで不効率化。この打開策と

して、組織を超越した技術の市場価値創造が肝要であり、この技術の市場価値創造は、外部資

源の有効活用を通じた、本来的優位性を有する製造技術と IT の革新・活用との相互補完的関

係の構築によってもたらされる。 
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代以降の日本の競争力低下は、製

造技術と IT との技術形成及び利用の本質的

な相違のため、製造技術の革新に絶大なる効

果を発揮した日本的経営システムとも称さ

れる日本の技術経営システムが、IT に対し

ては必ずしも同様の効果を発揮し得なかっ

たことに起因する。 

近年、携帯電話主導の新サービスの開発，

ディジタル家電の躍進等、日本経済が再活性

化しているが、これは、一部企業において、
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本来的な優位性を持つ製造技術と、1990 年

代の情報化社会で学習した IT の革新・活用

との相互補完的ダイナミズムの好循環が成

され、市場での価値を生み出していることに

よる。 

1990 年代の情報化社会を経て IT の進化・

深化がもたらしたポスト情報化社会 (ユビ

キタス社会) において、企業の技術経営シス

テムも自ずと変容することが求められるが、

以上の製造技術と IT との好循環の形成に適

したシステムへの進化の要件および方向性

の解明は未だ途上である。 
 
２．研究の目的 

本研究は、製造技術と IT との好循環ダイ

ナミズムを可能とする技術経営システムの

要件および方向性の解明をねらいに、 

(１) 技術の市場価値形成に視点を据えた、1980

年代までの製造技術をコアとする工業化

社会と、1990 年代以降の IT をコアとする

情報化社会における、企業の技術経営シス

テムの変容比較分析 

(２) 技術の市場価値を生み出す企業の技術経

営システムの変容要因の解明 

(３) ポスト情報化社会における製造技術と ITと

の好循環の形成に適したシステム要件およ

び方向性の解明 

について、理論的解明及び実証的検証を行うこ

とを目的とする。 
 
３．研究の方法 

本研究は、製造技術と IT との好循環ダイナ

ミズムを可能とする、技術経営システムの要

件および方向性の解明をねらいに、次の分析

を実施。 

(１) 企業の技術経営システムの変容比較分析

指標の開発 - 技術の限界生産性指標・企業

の総合市場価値指標の開発 

(２) 企業の技術経営システムの変容比較分析 – 

日本企業の製造・IT 技術と企業価値相関分

析の経年比較 

(３) 企業の技術経営システムの変容要因の解

明 - 企業 TFP (全要素生産性) の分解を通

じた製造・IT 技術と企業価値創造要因分析 
 
４．研究成果 

 日本の主要ハイテク産業である、電気機械

産業の主要企業に焦点をあて、その技術経営

システムの変容について実証的に分析。 

(1) 企業の技術経営システムの変容比較分

析指標の開発 

 Watanabe and Hemmert [4] の手法に則り、

技術の内部収益率, 技術のサービス価格およ

び技術の限界生産性の連立方程式を解くこ

とにより、技術の限界生産性を計測。 

 その結果、電気機械企業の大企業において、

研究開発投資比率の高さが生産性の上昇に

結びついていない現状を把握。 

 
 

(2) 企業の技術経営システムの変容比較分析 

 企業に対する市場の評価を示す指標とし

図. 日本の代表的電気機械産業 15 社の
技術の限界生産性, 研究開発投資比率お
よび TFP 成長率(2001-2003 平均). 
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ての時価総額と、自己資本比率及び売上高 

の相関の結果、市場では売上高とともに財務

体質の健全性が高く評価されることが実証。

これは、企業の構造改革の度合いが市場に評

価されていることを示すとともに、研究開発

投資資金の調達の容易化を示す。さらに、財

務体質の改善に体現される構造改革精神に

よる研究開発投資効率向上志向が、技術の質

の向上をもたらすことを示し、財務体質の改

善が量・質両面の技術進歩を促すともに、技

術の質の向上は、財務体質の改善に体現され

る構造改革を促す企業のインスティテュー

ションにより決定されることを示唆。 

(3) 起業の技術経営システムの変容要因の

解明 

 中堅企業においては、TFPの成長率に対し、

企業規模、投資の効率性両面が貢献している

のに対し、大企業においては、近年、企業規

模がマイナスであることを確認。これにより、

組織として大きくなりすぎると、投資の効率

性の技術進歩への貢献が、規模の非効率性 

(組織の慣性) により阻害される構造を実証。 
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図. 日本の代表的電気機械企業 15 社の主成分得

点による散布図. 

 また、市場では売上高・財務体質の健全性

に加え、TFP 成長率に表れる技術の質の向上

が高く評価されることを実証。これは、構造

改革はそれ自身が市場に評価されるととも

に、技術の質の向上を通じても企業の市場評

価に影響することを示す。 

 以上より、研究開発投資の質的深化による

技術の質の向上と市場評価のダイナミズム

は、構造改革を促す企業のインスティテュー

ションにより循環することを実証。 

(4) ポスト情報化社会における製造技術と

IT との好循環の形成に適したシステム

要件および方向性 

 以上の技術と市場評価のダイナミズムを

背景に、日本の IT 活用の相対的な遅れが、

世界標準を受け入れにくい日本独自のイン

スティテューションに影響されることを鑑

み、1990 年以降の情報化社会における IT の

浸透を経て、ポスト情報化社会におけるシス

テム要件として、単なる世界標準への転換と

は異なる、日本独自の方向性を見出すことが

必要であることを認識。 

 日本の主要電気機械企業においては、海外

市場への対応が企業の収益性ひいては市場

の評価する競争力の鍵となっていることを

実証するとともに、世界標準を受け入れにく

い日本独自のインスティテューションが存

在していることを確認し、近年の収益性を第

一に考える、世界標準への安易な迎合は、国

内市場での競争力低下をもたらす可能性を

有することを警鐘。 

 ポスト情報化社会におけるシステム要件

として、海外市場を重視した収益性の向上を

図るとともに、単なる世界標準への転換とは

異なる、日本独自の方向性を見出すことが肝

要となるとの結論を得た。 
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